
業務棚卸評価シート 1/5

23年度 24年度 25年度 55,744 55,744 62,162 62,162

1 総
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

PDCAサイクルを手法
に、環境に影響を与える
業務について進行管理
し、確実な目標実現を図
る。

職員

定
例
定
型

環境に配慮
した業務改
善の提案

実践可能な
提案年１件
以上

実践可能な
提案年１件
以上

実践可能な
提案年１件
以上

534 ３件
実践可能だけでな
く、実践した提案が
３件あった。

Ａ 555

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの進行管
理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回 ２回

独自環境マネ
ジメントシス
テムの進行管
理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月 ４月 160

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月 180

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

外部監査の実
施

外部監査の実
施

年１回 １回 374
外部監査の実
施

外部監査の実
施

年１回 375

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

グリーン購入
ガイドライン
の更新

更新回数 年１回 １回
グリーン購入
ガイドライン
の更新

更新回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

Ｃ－ＥＭＳでの
「エコオフィス活
動マニュアル」に
位置づけ、導入実
績の報告受領

報告回数 年１回 １回
低公害車の導入実
績の報告受領 報告回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

児童・生徒の環境意識を
育て学校生活の中で環境
活動を継続的に実践する
ための仕組みづくりを確
立する。

児童・
生徒、
教職員

定
例
定
型

実施学校数
モデル校１
０校

全校実施 全校実施 全校実施

全小学校（19校）、
全中学校（13校）で
実施し、平成23年度
は節電に関し大きな成
果を上げることができ
た。

Ａ
業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

増
や
す

2

学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの普及

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの全校
実施

全小学校
（19
校）・全中
学校（13
校）

全小学校
（19
校）・全中
学校（13
校）

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

全小学校
（19
校）・全中
学校（13
校）

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

3 総
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境基本計画に位置づけ
られた施策について取組
結果・目標の報告を受
け、計画を進行管理す
る。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

年次報告書
の発行

年１回 年１回 年１回 813
年1回発

行

市民及び環境審議会
からの意見を反映し
て、誰にも分かりや
すい年次報告書を作
成した。

Ａ 1,108

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組
結果及び今年
度の取組目標
の把握・整理

各課からの報
告

７月 ７月

前年度の取組
結果及び今年
度の取組目標
の把握・整理

各課からの報
告

４，５月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組
結果及び今年
度の取組目標
の把握・整理

年次報告書案
及び広報特集
号の作成

９月 ９月

前年度の取組
結果及び今年
度の取組目標
の把握・整理

年次報告書案
及び広報特集
号の作成

６，９月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

年次報告書及
び広報特集号
の公表

公表の時期 １０月 １０月 693
年次報告書及
び広報特集号
の公表

公表の時期 ６，９月 842

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

市民等からの
年次報告書に
対する意見募
集

募集時期 １１月 １１月

市民等からの
年次報告書に
対する意見募
集

募集時期 ６月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境審議会へ
の諮問

諮問時期 １２月末 １２月末
環境審議会へ
の諮問

諮問時期 ７月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境審議会か
らの答申

答申の時期 ３月 ３月
環境審議会か
らの答申

答申の時期 ９月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

農業・漁業体
験プロジェク
ト

開催回数 年２回 ３回 120
農業・漁業体
験プロジェク
ト

開催回数 年５回 266

業
務
計
画

済
必
要

済 可 無 有り 25
農業水産課との連携
により事業を農業水
産課に1本化する。

減
ら
す

4 総
環境フェアの開
催

講演・展示などを通じ、
市民・事業者に環境問題
を認識し行動してもら
う。

市民・
事業者

定
例
定
型

来場者数
延べ２００
０人以上

延べ２００
０人以上

延べ２００
０人以上

389
来場者延
べ1300

人

文化会館の耐震化工事のた
め開催日数が2日から1日
となったが、11/3の市民
ふれあいまつりと併催する
ことにより多くの来場者が
あり、環境にについての啓
発が図れた。

Ｂ 1,329

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

4
環境フェアの開
催

環境フェアの
開催

来場者数
延べ２０
００人以
上

１３００
人

389
環境フェアの
開催

関連事業も含
めた開催日数

延べ３日
以上

1,329

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境政策課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境政策課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境政策課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境政策課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

4
環境フェアの開
催

環境フェア企
画委員会会議

企画委員会会
議開催回数

年４回 ５回
環境フェア企
画実行委員会
会議

企画実行委員
会会議開催回
数

年５回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

704
環境フェアの開
催

環境フェア作
業部会の運営

作業部会開催
回数

年４回 ０回

5 総
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

市民・事業者が参加する
「環境市民会議　ちがさ
きエコワーク」を支援
し、三者の連携を図る。

エコ
ワーク
加盟の
市民・
事業者

定
例
定
型

会議の開催
回数

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

10

年11回
～12回
各部会を

開催

エコワーク各部会活
動に事務局として参
加・運営し、より良
い協働連携ができ
た。

Ａ 143

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

5

市民・事業者・
市との連携体制
の推進

エコワーク総
会の開催支援

開催の時期 ５月 ５月 10
エコワーク総
会の開催支援

開催の時期 ５月 20

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

5

市民・事業者・
市との連携体制
の推進

自然環境部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 １１回 0
自然環境部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 20

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

5

市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境まちづく
り部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 １２回 0
環境まちづく
り部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 83

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

5

市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境学習部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 １１回 0
環境学習部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 20

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

5

市民・事業者・
市との連携体制
の推進

「茅ヶ崎の自
然環境を考え
る会」の事務
局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回 ２４回 0

「茅ヶ崎の自
然環境を考え
る会」の事務
局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

6 総
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

きれいなちがさき条例を
認識してもらい、市域の
美観及び健康的な生活環
境を保全する。

在住・
在勤・
在学者

定
例
定
型

啓発周知の
回数

年５回以上 年５回以上 年５回以上 536
年12回
実施

広報紙、横断幕等を
利用しての啓発を行
うとともに、イベン
ト等での周知啓発活
動を実施した。

Ａ 559 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

6

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

イベント等で
の周知活動

活動回数
年５回以
上

１２回 536
イベント等で
の周知活動

活動回数
年５回以
上

559 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

6

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

広報紙・ミニ
コミ紙原稿作
成

掲載回数
年５回以
上

３回
広報紙・ミニ
コミ紙原稿作
成

掲載回数
年５回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

深夜花火禁止
の啓発とパト
ロール

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

８回 ６回
深夜花火禁止
の啓発とパト
ロール

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

８回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

6

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

路上喫煙禁止
の啓発活動

活動回数
年４回以
上

３回 0
路上喫煙禁止
の啓発活動

活動回数
年４回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

6

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

光害（サーチ
ライト等）使
用制限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が
発生した
場合に対
応

対応なし
光害（サーチ
ライト等）使
用制限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が
発生した
場合に対
応

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
地球温暖化防止
実行計画の推進

市が一事業者として地球温暖
化防止のための計画を策定す
るとともに、公共施設の省エ
ネルギー対策として有効な手
法のひとつであるESCO事業
を研究する。

職員

定
例
定
型

平成21年度
を基準として
前年度に比べ
てエネルギー
使用量（原油
換算）の削減

平成21年
度比2％削
減

平成21年
度比3％削
減

平成21年
度比4％削
減

平成21
年度比

８％削減

夏季節電対策等によ
り大幅なエネルギー
使用量の削減が図れ
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

7
地球温暖化防止
実行計画の推進

地球温暖化防
止実行計画の
進行管理

平成２１年度を基
準として前年度に
比べてエネルギー
使用量（原油換
算）の削減

平成21
年度比
2％削減

平成21
年度比
8％削減

地球温暖化防
止実行計画の
進行管理

平成２１年度を基
準として前年度に
比べてエネルギー
使用量（原油換
算）の削減

平成21
年度比
3％削減

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
地球温暖化防止
実行計画の推進

ESCO事業導
入候補施設の
調査及び検討

ESCO事業導
入候補施設の
調査及び検討

３月まで

平成23年度
に実施した省
エネルギー診
断により適当
な施設がない
ことが判明

予
算
な
し

8 総
環境審議会の運
営

環境基本計画年次報告書
について答申、環境関連
制度について意見をもら
う。

環境審
議会委

員

定
例
定
型

開催回数 年１２回 年１２回 年１２回 1,379
年8回実

施

環境基本計画年次報告書
について答申及び環境関
連制度について意見をも
らい、計画の適正な進行
管理が図れた。

Ａ 2,262

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持
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23年度 24年度 25年度 55,744 55,744 62,162 62,162

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境政策課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境政策課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

8
環境審議会の運
営

環境審議会の
開催及び運営

開催回数 年８回 ８回 925
環境審議会の
開催及び運営

開催回数 年１０回 1,605

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8
環境審議会の運
営

環境審議会会
議資料作成

打合せ及び資
料作成

年８回 ８回 454
環境審議会会
議資料作成

打合せ及び資
料作成

年８回 657

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

8
環境審議会の運
営

環境審議会へ
年次報告の諮
問

諮問時期 １２月 １１月
環境審議会へ
年次報告の諮
問

諮問時期 ７月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8
環境審議会の運
営

環境審議会か
ら年次報告の
答申

答申時期 ３月 ３月
環境審議会か
ら年次報告の
答申

答申時期 ９月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総
環境学習推進事
業

他グループとの交流や環
境調査などの環境学習を
通じ、環境の保全を目指
す。

小中学
生・保
護者等

定
例
定
型

イベントの
開催回数

年４回以上 年４回以上 年４回以上 132
年5回実

施

従来より実施してい
た事業に加え、新規
にエコクッキング事
業を実施した。

Ａ 408

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9
環境学習推進事
業

こどもエコク
ラブの交流会
開催

参加団体数
８団体以
上

８団体 0
こどもエコク
ラブの交流会
開催

参加団体数
７団体以
上

15

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

9
環境学習推進事
業

里山はっけん
隊の実施

開催回数 ２回 １回 102
里山はっけん
隊の実施

開催回数 ２回 253

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

9
環境学習推進事
業

エコクッキン
グ事業の実施

開催回数 １回 １回 30
エコクッキン
グ事業の実施

開催回数 １回 40

業
務
計
画

済
必
要

済 可 無 有り 26

現在民間事業者へ講
師派遣を依頼してい
るが、講座の多様化
のため、市民協働に
よる手法を検討す
る。

維
持

9
環境学習推進事
業

太陽光発電体
験教室の実施

参加者数 ５０人 未実施 0
風力発電機の
作成教室

参加者数 ２０人 100

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

9
環境学習推進事
業

市民向け自然
環境講座の開
催

開催回数 年３回 ３回
市民向け自然
環境講座の開
催

開催回数 年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

9
環境学習推進事
業

環境学習とし
てＤＶＤとＶ
ＨＳの活用

貸し出し件数 ２０件 ５件
環境学習とし
てＤＶＤとＶ
ＨＳの活用

貸し出し件数 １０件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

10 総
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

市民・事業者・行政の取
り組みをまとめ、三者の
連携のもと温室効果ガス
の削減に努める。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

協議会の開
催回数

年３回 年３回 年３回 752
年６回開

催

温暖化対策推進協議
会において、温室効
果ガス削減に向けた
施策を検討し、温室
効果ガス削減に努め
た。

Ａ 540 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

温暖化対策推
進協議会の開
催及び運営

開催回数 年５回 ６回 7
温暖化対策推
進協議会の開
催及び運営

開催回数 年７回 10
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

公共施設への
壁面緑化事業
の推進

壁面緑化実施
施設数

３５か所
以上

３２カ所 26
公共施設への
壁面緑化事業
の推進

壁面緑化実施
施設数

３５か所
以上

26 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

市民への壁面
緑化の普及

実施世帯数
２００世
帯

２００世
帯

86
市民への壁面
緑化の普及

実施世帯数
２００世
帯

101 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

温暖化対策に
関する市民・
事業者へのア
ンケートの実
施

アンケート送
付数

３,０００
通

３，００
０通

311

温暖化対策に
関する市民・
事業者へのア
ンケートの実
施

アンケート送
付数

３,０００
通

388 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

電力使用量等
の確認ができ
る機器を貸し
出し、省エネ
ルギーの実践
や意識啓発を
図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナ
ビ３５
件、エコ
ワット３
５件

省エネナ
ビ１９
件、エコ
ワット１
５件

0

電力使用量等の確
認ができる機器を
貸し出し、省エネ
ルギーの実践や意
識啓発を図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナ
ビ３５
件、エコ
ワット３
５件

15 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 55,744 55,744 62,162 62,162

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境政策課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境政策課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以
上

３回 周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

基金への積立
基金への積立
（銀行利息の
積立）

３月まで

３月に利息の
積立の実施及
びLED防犯灯
事業のため全
額取り崩しま
した

15

710

地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

茅ヶ崎駐車場太陽
光発電装置及び急
速充電器使用状況
表示モニター移設

移設工事 １回

課内協議によ
りモニター移
設は新庁舎建
設に合わせて
実施すること
とした

307

11 総
地球温暖化対策
地域推進計画改
定事業

平成２３年度までの現計
画を見直し、２５年度か
らの計画を策定する

市民・
事業

者・市

政
策

事業の進捗
状況

計画の改定
作業

計画の改定
作業

計画の推進 2,751
計画の改
定作業中

骨子案を作成し、順
調に推移している。 Ａ ３月 4,127

業
務
計
画

完 高 高 高 終了 なし

予
算
な
し

11

地球温暖化対策
地域推進計画改
定事業

地球温暖化対策地
域推進計画の改定
（23,24年度債
務負担継続事業）

計画書の中間
とりまとめ

３月 ３月 2,751

地球温暖化対策地
域推進計画の改定
（23,24年度債
務負担継続事業）

（仮称）茅ヶ
崎市地球温暖
化対策実行計
画の策定

３月 4,127

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総
地域省エネル
ギービジョンの
推進

市民・事業者・市におけ
る省エネルギーの推進

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

イベントの
開催回数

年４回以上 年４回以上 年４回以上 2回実施

啓発に関しては事業
No14.15で２回実施
し、省エネルギービジョ
ンの中間報告を取りまと
め、広報紙及びホーム
ページで公表した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

12

地域省エネル
ギービジョンの
推進

省エネビジョ
ンの見直し

省エネビジョ
ンの中間報告
作成

８月 ８月

（仮称）茅ヶ
崎市地球温暖
化対策実行計
画へ統合

（仮称）茅ヶ
崎市地球温暖
化対策実行計
画の策定

３月
不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
自然エネルギー
の利用促進

公共施設への太陽光発電
等の導入を図るととも
に、市民へ設置等の補助
をする。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

イベントの
開催

年4回以上 年4回以上 年4回以上 610
年1回実

施

市民活動サポートセ
ンター及びこどもセ
ンターの余剰電力売
電収入を基金へ積み
立てた。

Ｂ 基金への積立 801 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13
自然エネルギー
の利用促進

市民立太陽光
発電システム
設置費補助金

補助件数 １件

0件、基金
に一定額が
確保される
まで休止

0

13
自然エネルギー
の利用促進

自然エネル
ギー等普及啓
発イベントの
開催

イベント開催 年２回 １回 105

自然エネル
ギー等普及啓
発イベントの
開催

イベント開催 年２回 160
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

13
自然エネルギー
の利用促進

基金への積立 基金への積立
年６０万
円

５０万円 505 基金への積立 基金への積立
年９６万
円

641
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

14 総
太陽光発電設置
補助事業

太陽光発電等の導入を行
う市民へ設置等の補助を
行う。

市民
政
策

補助件数 ２５０件 ２５０件 ２５０件 40,031 368件
当初の目標を遙かに
超える実績となっ
た。

Ａ 太陽光発電設
置件数

４００件 41,600

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
減
ら
す

14
太陽光発電設置
補助事業

住宅用太陽光
発電システム
新規設置費補
助金

補助件数 ２５０件 ３６８件 40,031

住宅用太陽光
発電システム
新規設置費補
助金

補助件数 ４００件 41,600

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

新たに共同住宅用の補
助を開始するが、総事
業費を抑制するため補
助単価、上限額及び補
助件数を減する。

減
ら
す

14
太陽光発電設置
補助事業

補助金交付受
付及び現地調
査

補助金交付時
期

２５０件 ３６８件
補助金交付申
請書及び実績
報告書の受付

補助件数 ４００件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
太陽光発電設置
補助事業

周知啓発 活動回数
年２回以
上

２回 周知啓発 活動回数
年２回以
上

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総

太陽光発電装置
用パワーコン
ディショナ補助
事業

太陽光発電のパワーコン
ディショナの交換を行う
市民へ交換費用の補助を
行う。

市民
政
策

補助件数 ５件 ５件 ５件 46 1件

目標には届かなかった
が、対象となる太陽光発
電設備の経年劣化進むこ
とが想定されるため、今
後成果が見込まれる。

Ａ 180

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

15

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

太陽光発電シ
ステムパワー
コンディショ
ナ交換費補助
金

補助件数 ５件 １件 46

太陽光発電シ
ステムパワー
コンディショ
ナ交換費補助
金

補助件数 ３件 180

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以
上

２回 周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以
上

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 55,744 55,744 62,162 62,162

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境政策課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境政策課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

16 総
電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助制度

電気自動車（ＥＶ）を購
入する市民及び事業者へ
補助を行う。

市民
政
策

補助件数 １５件 ２０件 ２０件 1,500 １５台
目標を前倒しで達
成。今後も継続して
成果が見込まれる。

Ａ 4,000

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

16

電気自動車（Ｅ
Ｖ）の購入補助
金

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助金

補助件数 １５件 １５件 1,500

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助金

補助件数 ４０件 4,000

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17 総
省エネ機器等の
導入支援事業

高効率の省エネ機器等を
導入する市民へ補助を行
う。

市民
政
策

補助件数 ー ３００件 ３００件

太陽熱利用設
備・コージェ
ネレーション
設備設置に関
する補助金

3,200

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

17
省エネ機器等の
導入支援補助金

太陽熱利用設
備・コージェ
ネレーション
設備設置に関
する補助金

補助件数 ６４件 3,200

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

18 総
省エネ法、温対
法、県条例への
報告事務

省エネ法、温対法、県条
例への報告事務

国、県

定
例
定
型

年次の報告 年１回 年１回 年１回 4,935
期日どお
りに報告

国、県に報告するととも
に、大規模施設の省エネ
診断及び管理標準を作成
し、温室効果ガス削減に
つなげることができた。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

18

省エネ法、温対
法、県条例への
報告事務

省エネ診断及
び管理標準の
作成

管理標準の作
成

３月まで
３月に作
成

4,935
省エネ法・温
対法・県条例
の報告書提出

報告書の提出 ７月まで

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
２市１町広域環
境部会事務

２市１町広域環境部会事
務

２市１
町の職

員

定
例
定
型

温暖化対策
に関わる事
業

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

合同事業
の開催

『緑の保全と普及プ
ロジェクト』として
日本大学の協力を得
て植林事業を実施し
た。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

19
２市１町広域環
境部会事務

２市１町広域
環境部会会議
の開催

会議開催回数 年１２回 ９回
２市１町広域
環境部会会議
の開催

会議開催回数 年９回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
２市１町広域環
境部会事務

エコウェーブ
で推進するプ
ロジェクトの
実施

４プロジェクト
の内、強化事業
の実施…『緑の
保全と普及プロ
ジェクト』

強化事業
の実施

計画どおり
に実施

エコウェーブ
で推進するプ
ロジェクトの
実施

４プロジェクト
の内、強化事業
の実施…『環境
イベントプロ
ジェクト』

強化事業
の実施

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震・津波等
伴う諸現象による同時多
発的災害が発生した場合
に、被害を軽減し、応急
対策活動を部、課として
迅速的確に対処する。

全市民
等

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策
活動マニュアルの
検証及び見直し等
（毎年）

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

４月

防災対策強
化実行計画
に基づく見
直しを実施

災害対策本部運営
マニュアルに基づ
き、部の災害応急
対策活動マニュア
ルの整備

マニュアルの
整備

随時

888
災害応急対策活
動

災害情報の収集及び部
内各班への連絡体制を
とるとともに、応急対
策準備に必要な職員を
配置等（災害等発生
時）

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

環境部全
職員

防災対策強化実
行計画に基づく
見直しを実施し
たが、今後業務
継続計画により
更なる見直しを
実施する。

災害対策本部、統
括調整部（衛生、
災害廃棄物対策
班）の活動の確認
及び周知

活動の確認及
び周知

環境部全
職員

888
災害応急対策活
動

災害発生直後の職員
との連絡手段につい
ての見直しを図ると
ともに、部内での必
要な業務と職員の適
正配置

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

６月まで

防災対策強化実
行計画に基づく
見直しを実施し
たが、今後業務
継続計画により
更なる見直しを
実施する。

業務継続計画の策
定

環境政策課に
おける業務継
続計画の策定

９月

888 総 庁内共通事務 1,302 1,302 1,300 1,300

999 総 部内調整事務 部内研修費 24 24 部内研修費 50 50


